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中央教育審議会生涯学習分科会

今後の放課後等の教育支援の在り方に関するワーキンググループ中間取りまとめ（案）

～土曜日の豊かな教育環境の実現に向けて～

Ⅰ．社会の動向と子供の教育環境をめぐる現状

１．社会の動向

○ 我が国は、現在、急激な少子化・高齢化の真っただ中にあり、2060 年には、人口
は、平成 22 年(2010 年）比約３割減の 9,000 万人に、うち４割が 65 歳以上の高齢者
となることが予想されており、我が国の労働力人口は平成 10 年（1998 年）をピーク
に減少しつづけ、2060年には約５割となることが予想されている。

○ また、同時に、今日の世界においては、社会、経済、文化のグローバル化が急速

に進展し、国際的な流動性が高まるとともに、新興国の台頭による国際競争の激化、

生産拠点の海外移転等、我が国をとりまく経済環境は厳しさを増し、国際競争力の

低下、国際的な存在感の低下が懸念される。

○ さらに、科学技術の爆発的な進歩と社会の高度化、複雑化や急速な変化に伴い、過

去に蓄積された知識や技術のみでは対処できない新たな諸課題が生じており、これに

対応していくため、新たな知識や専門的能力を持った人材が求められている。

○ その一方で、かつてのような終身雇用、年功序列といった安定的な雇用環境は一

変し、非正規雇用の割合は、昭和 60年(1985年）には 16％（655万人）だったもの
が、平成 22（2010年）には 35％（1,813万人）にのぼるなど、雇用情勢も厳しさを
増している。

○ あわせて、都市化、過疎化の進行、地域間格差、経済的格差の拡大が指摘されてお

り、格差の再生産・固定化が進み、社会の不安定化、地域の活力の低下につながるこ

とが懸念される。

２．子供たちの教育環境をめぐる現状

○ 都市化、過疎化の進行、家族形態の変容等により、子供たちの教育環境には、近年

大きな変化が生じている。

○ 世帯構成は、昭和 61年（1986年）から平成 23年にかけて、三世代世帯が 15％か
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ら 7 ％に減少するとともに、夫婦と未婚の子のみのいわゆる核家族世帯も 41 ％から
31％に減少するなど家族の小規模化が進んでいる。

○ また、全世帯に占める子供のいる世帯も 61％から 45％に減少し、半数を割るとと
もに、15 歳未満人口は今後においても減り続けることが予測され、平成 24 年に約
1,650 万人であるものが、40 年後には、約 900 万人に減少するなど、少子化の影響は
子供の教育環境にも大きな影響を与えると考えられる。

○ 加えて、共働き世帯は、昭和 55 年（1980 年）には、いわゆる専業主婦世帯（男性
雇用者と無業の妻から成る世帯）の半数であったのに対し、平成 8 年（1996 年）付
近より逆転し、平成 23 年（2011 年）では 1.2 倍となるなど、一層の女性の活躍促進
のためには、こうした変化に対応し、子供たちの教育を支える仕組みづくりが急務と

なっている。

○ 一方、1学校あたりの学級数は、小学校で 12学級以下（1学年 2学級以下）の学校
が全体の 51％（平均で 1学校 7学級）、中学校で 9学級以下（1学年 3学級以下）の
学校が全体の 41％（平均で 1学校 3学級）となっている。

○ さらに、学校における児童生徒の状況としては、不登校児童生徒数や特別支援学級

・学校に在籍する児童生徒数、要保護・準要保護児童生徒数、日本語指導が必要な外

国人児童生徒数が大幅に増加するなど、より多様な児童生徒の状況に配慮した指導が

必要な状況に置かれている。

○ 地域社会としても、こうした少子高齢化や都市化・過疎化の進行、家族形態の変容、

ライフスタイルの多様化を背景として、地域のつながりの希薄化や孤立化が懸念され、

親子や教員と児童生徒といった縦の関係、子供同士の横の関係だけでなく、親や教員

以外の大人と触れあう「斜めの関係」がますます必要になってきている。

３．学校週５日制の経緯とその後の成果と課題

○ 学校週５日制は、学校、家庭、地域社会が相互に連携しつつ、土曜日や日曜日を活

用して、子供たちに、家庭や地域社会で生活体験、社会体験や自然体験など様々な活

動を経験させ、自ら学び自ら考える力や豊かな人間性などの「生きる力」を育むこと

をねらいとして、平成 4 年 9 月からの段階的実施を経て、平成 14 年度から完全実施
された。

○ それに伴い、学校教育においては、学校週５日制の完全実施に合わせて行われた学

習指導要領の改正において、新たに設けられた「総合的な学習の時間」などを活用し、

各教科等の学習で得た知識を様々な体験活動等の中で実感をもって理解させたり、学

び方やものの考え方を身に付けさせるなど、生涯学習の基礎となる「生きる力」を育

てていくこととされた。

○ また、家庭や地域では、学校とともに、豊富な生活体験、社会奉仕体験、自然体験

などを経験させ、子供たちに豊かな心やたくましさなどの「生きる力」を育むことた

め、地域で子供を育てる環境を整備することとし、平成 11年度から 13年度まで「全
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国子どもプラン」、平成 14年から「新子どもプラン」を実施し、関係省庁の協力を得
つつ、子供たちの体験活動の充実に資する各種施策が推進されてきた。

○ さらに、平成 19年度からは、厚生労働省との連携により、「放課後子どもプラン」
が推進され、厚生労働省の放課後児童クラブと連携しつつ、放課後や週末等の子供た

ちの安心・安全な居場所を設け、全ての子供たちに学習や体験・交流活動等の機会を

提供する取組を推進している。

○ こうした中、地域の高齢者や子育て経験者をはじめとする多様な人材の参画を得て、

子供たちに様々な学習や体験活動を行う取組が全国で推進されるなど、地域全体で子

供たちを育む体制づくりは着実に進んできたところである。

○ しかしながら、土曜日に様々な経験を積み、自らを高めている子供たちが存在する

一方で、必ずしも有意義に過ごせていない子供たちも少なからず存在するとの指摘等

があることを踏まえ、平成 25年 3月に文部科学省に「土曜授業に関する検討チーム」
が設置され、同年 9月にとりまとめが行われた。

○ その中で、「土曜日において、子供たちに、学校における授業や地域における多様

な学習や体験活動の機会などこれまで以上に豊かな教育環境を提供し、その成長を支

えることができるよう、学校、家庭、地域の全ての大人が連携し、役割分担しながら、

取組を充実する必要があること」が提言されている。

○ 今後の放課後や土曜日の教育活動の在り方の検討に当たっては、こうした経緯やこ

れまでの取組の成果を踏まえつつ、これからの子供たちが直面する、多様で変化の激

しい社会を生き抜いていくための力を身につけていくため、新たな方策を検討してい

く必要がある。

Ⅱ．社会を生き抜くために必要な力と放課後・土曜日等の教育への期待

１．社会を生き抜くために必要な力

①新しい学習指導要領の基本的な考え方

○ 学校・家庭・地域が連携協力して、子供たちの教育に取り組んでいくためには、

各学校の教育課程を編成する際の基準を定める「学習指導要領」の考え方も重要で

ある。

○ 平成 20 年度の学習指導要領の改訂では、生きる力を育む基本理念は、知識基盤社
会の時代においてますます重要となっていることから、これをを継承し、生きる力を

支える確かな学力、豊かな心、健やかな身体の調和のとれた育成を重視している。

※「生きる力」（平成 8年中央教育審議会答申「21世紀を展望した我が国の教育の在り方について」）

・基礎・基本を確実に身に付け、いかに社会が変化しようと、自ら課題を見つけ、自ら学び、自ら

考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する資質や能力



- 4 -

・自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いやる心や感動する心などの豊かな人間性

・たくましく生きるための健康や体力

○ 特に、確かな学力を育成するためには、基礎的・基本的な知識・技能を確実に習得

させること、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現

力等の能力を育むことの双方が重要であり、これらのバランスを重視する必要があ

る。

○ このため、各教科において基礎的・基本的な知識・技能の習得を重視するとともに、

観察・実験やレポートの作成、論述など知識・技能の活用を図る学習活動を充実す

ることとしている。また、これらの学習を通じて、その基礎となるのは言語に関す

る能力であり、国語科のみならず、各教科等においてその育成を重視している。さ

らに、学習意欲を向上させ、主体的に学習に取り組む態度を養うとともに、家庭と

の連携を図りながら、学習習慣を確立することを重視している。

②第２期教育振興基本計画における基本的方向性

○ 第２期教育振興基本計画（平成 25 年 6 月閣議決定）の策定に当たっては、「変化の
激しい社会にあって、個人の自立と活力ある社会の形成を実現するためには、どのよ

うな資質・能力が必要か」との検討がなされ、同計画では、「自立・協働・創造に向

けた一人一人の主体的な学び」が大きなテーマとして掲げられている。

○ 具体的には、教育行政の基本的な方向性について、「社会を生き抜く力の養成」、「未

来の飛躍を実現する人材の養成」、「学びのセーフティネットの構築」、「きずなづくり

と活力あるコミュニティの形成」の四つの方向性が打ち出されている。

※・「社会を生き抜く力の養成」

社会が激しく変化する中で自立と協働を図るための能動的・主体的な力を誰もが身に付けられ

るようにする。

・「未来への飛躍を実現する人材の養成」

変化や新たな価値を主導・創造しイノベーションを実現する人材，グローバル社会において各

分野を牽引できるような人材を養成する。

・「学びのセーフティネットの構築」

厳しい経済情勢において社会的格差等の問題が指摘される現在，上記２点を達成するための基

礎的な条件として，安全・安心で充実した教育機会にアクセスできるようにすること

・「きずなづくりと活力あるコミュニティの形成」

社会のつながりの希薄化などが指摘される中にあって，学校教育内外の多様な環境から学び，

相互に支え合い，そして様々な課題の解決や新たな価値の創出を促すコミュニティの形成を図る。

③ ＯＥＣＤにおける「キー・コンピテンシー」の考え方

○ 国際的な動向としては、ＯＥＣＤで提言された「キー・コンピテンシー（主要能力）」
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という考え方がある。

○ 「コンピテンシー（能力）」とは、「単なる知識や技能だけでなく、技能や態度を含

む様々な心理的・社会的なリソースを活用して、複雑な要求（課題）に対応すること

ができる力」とされている。

○ そして、その中でも「キー・コンピテンシー」とは、グローバル化と近代化により、

多様化し、相互につながった世界において、特に、人生の成功や正常に機能する社会

のために必要な能力として定義され、具体的には、「言語や知識、技術を相互作用的

に活用する能力」、「多様な集団による人間関係形成能力」、「自律的に行動する能力」、

「これらの核となる『考える力』」の内容で構成されている。

④③「社会人基礎力」の考え方

○ 今後の多様で変化の激しい社会を生き抜いていくためには、子供たちが日頃の学校

等における学習を更に自ら深めさせたり、実社会とのつながりを学ぶ機会の充実や、

実社会で役立つ力を育成していくことが重要である。

○ 社会に求められる資質としては、例えば、平成 19 年に経済産業省が提唱したもの
として、「社会人基礎力」があげられる。

○ 社会人基礎力は、「職場や地域社会で多様な人々と仕事をしていくために必要な基

礎力」であり、「基礎学力」や「専門知識」に加え、それをうまく活用していく力と

しての「社会人基礎力」を意識的に養成していくことが重要であるとされている。

○ その内容としては、①「前に踏み出す力」～一歩前に踏み出し、失敗しても粘り強

く取り組む力～（主体性、働きかけ力、実行力）、②「考え抜く力」～疑問を持ち、

考え抜く力～（課題発見力、計画力、創造力）、③「チームワーク力」～多様な人々

とともに、目標に向けて協力する力～（発信力、傾聴力、柔軟性、状況把握力、規律

性、ストレスコントロール力）とされ、それらは、人間性や基本的な生活習慣を土台

としつつ、基礎学力や専門知識と相互に影響を及ぼしつつ、能力の全体像を構成する

とされている。

２．放課後・土曜日等の教育への期待

○ こうした社会の動向や子供たちの教育環境を巡る現状等を踏まえ、今後の放課後や

土曜日の教育の在り方を検討するに当たっては、学校・家庭・地域が連携し、役割

分担しながら、社会総掛かりで教育に取り組む仕組みづくりの一つと捉えるととも

に、全体として子供たちの教育環境を豊かにし、「生きる力」を育むという視点が重

要である。
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○ そのため、放課後や土曜日は、学校教育との連動性を意識しつつも、学校教育だけ

では実現しにくい、実生活・実社会とのつながりを体験的・探求的に学習できるよ

う、創意工夫に富んだ教育活動が行われることが期待される。

○ 例えば、教員だけでなく、子供と関わる人材の多様性・柔軟性、異学年や異学校種

も含めた学習集団の多様性・柔軟性、学習時間や実施場所の多様性・柔軟性等を生

かした様々な工夫が可能である。

○ こうした前提を踏まえつつ、今後の放課後や土曜日等の教育への期待としては、以

下の観点が考えられる。

①学校での学びが深まり、広がる学習、体験の機会の充実

○ 放課後や土曜日は、学校における学びを更に深めたり、児童生徒の興味関心に応じ

て、更に広がる機会となることが期待される。

○ また、学校における学習が、生活や社会とどのようにつながっているのかを体験的

・探求的に学ぶことができる機会として、その後の学習活動の動機付けとなることも

期待される。

②安心して産み育てられる環境づくりとしての放課後・土曜日の教育の充実

○ 放課後や土曜日は、社会全体の要請や子供たちの多様なニーズに応えていく機会

としても期待される。

○ 例えば、安心して子育てや仕事を両立できる環境づくりの観点から、子供たちが

放課後や土曜日に、家庭だけでなく、地域の多様な大人と触れあい、多様な学習が

できるよう、学習やスポーツ・体験活動の機会やプログラムを充実していくことが

期待される。

○ また、特別な支援を必要とする児童や、外国人の児童、児童養護施設の入所児童

など、様々な事情から特別なニーズのある子供たちへの学習機会を、教育と福祉の

連携をこれまで以上に深めて、充実していくことが重要である。

③子供たちの主体性を引き出し、実社会で役立つ力を培う学習・体験機会の充実

○ 放課後や土曜日は、子供たちが与えられたプログラムをこなすだけではなく、子

供たち自身の意欲や参画を重視し、主体性を引き出す機会とすることが期待される。

○ また、実社会とのつながりを感じ、将来の目標をもって学ぶ機会となるよう、多

様なロール・モデルや「本物」に出会う機会を充実することが期待される。

④学習意欲・学習習慣形成・学力向上の観点からの学習機会の充実
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○ 放課後や土曜日は、子供たちが「学ぶ楽しさ」に出会い、学習意欲の向上や学習

習慣の形成につながる機会となることも期待される。

○ 例えば、就学前の学校生活の入り口の時期の学習習慣の形成や、学校での学習の

理解が必ずしも十分でない子供たちが「学ぶ楽しさ」「わかる楽しさ」を感じ意欲

を高めたり、学習が進んでいる子供たちが発展的な学習とする機会とするなど、補

充的又は発展的な学習の機会として活用することも期待される。



- 8 -

Ⅲ．今後の放課後・土曜日等の教育活動の基本的方向性

こうした期待やこれまでの議論を踏まえ、今後の放課後や土曜日等の教育活動の基

本的な方向性については、以下の通り整理するが、今後、放課後の教育支援の在り方

について更に議論を深める中で、本年 5月をめどに取りまとめを行う予定である。

１．学校と放課後・土曜日等の学びがつながる仕組みづくり

○学校・家庭・地域の連携・協働による教育活動の発展的展開

○全ての子供たちへの質の高い学習・スポーツ・体験プログラムの充実

○学校施設の活用、複合化・多機能化の促進

２．女性の活躍や特別なニーズのある子供を支える放課後・土曜日対策の充実

（教育と福祉の連携）

○女性の活躍促進に向けた放課後・土曜日等の対策

○学校や放課後子供教室等と放課後児童クラブの連携強化

○教育と福祉の連携による教育機会の格差の解消

（※特別な支援を必要とする児童、児童養護施設の入所児童、外国人の児童等への

学習支援の充実も視野に）

３．子供たちの“やりたい学び”が実現でき、実社会につながる学習機会・内容の充実

○子供たちの主体性を引き出し、地域や社会で役立つ経験・体験の機会の充実

○企業等との連携による実社会につながる教育機会・プログラムの充実

○多様な大人・ロールモデルに出会う機会の充実

４．“学ぶ楽しさ”に出会い、学習意欲・習慣の形成につながる学習機会の充実

○学ぶ基礎を培う就学前の教育機会の充実

○学習塾や民間教育事業者等との連携による補充・発展的な学習機会の充実

（※中学・高校の放課後・土曜日対策の充実も視野に）

５．“全国どこでも学べる ” 地域の取組の活性化

○「地域ならでは」のリソースを生かした教育機会の充実

○ ICTの利活用による学習プログラムの充実
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Ⅳ．基本的方向性を実現する具体的方策

～土曜日の豊かな教育環境の実現に向けた新たな方策～

１．これまでの経緯と土曜日の教育活動の理念

○ 土曜日における教育活動の理念については、文部科学省に設置された「土曜授業に関

する検討チーム」において、昨年９月に、次のとおり整理された。

・ 学校、家庭、地域の三者が連携し、役割分担しながら社会全体で子供を育てるという理念は、普遍的に重要。

・ 学校週５日制は、このような基本理念を踏まえて導入されたものであるが、一方で、土曜日を必ずしも有意義

に過ごせていない子供たちも少なからず存在するとの指摘。

・ 子供たちにこれまで以上に豊かな教育環境を提供し、その成長を支えることができるよう、学校、家庭、地域

が連携し、役割分担しながら、学校における授業や地域における多様な学習、文化、スポーツ、体験活動等の

機会の充実に取り組むことが重要。

○ このような観点から、学校における学習機会の提供の一つの方策として土曜授業を捉

え、設置者の判断により、土曜授業を行うことが可能であることをより明確化するため、

昨年 11月に学校教育法施行規則の一部改正が行われた。

○ また、土曜日の教育活動の推進に当たっては、質の高い土曜授業の実施のための支援

策を講じるとともに、地域における学習やスポーツ、体験活動など様々な活動を一層促

進するための方策など、子供たちの土曜日を全体としてより豊かで有意義なものとする

ための施策についても検討する必要がある、という基本的な考え方が示された。

○ これらを踏まえ、新たに、平成26年度より、国として土曜日の教育活動の推進に係る

方策を実施することから、土曜日の豊かな教育の実現に向けた新たな方策については、

以下の通りまとめる。

（放課後を中心とした教育支援の充実に向けた具体的な方策については、引き続き本ワ

ーキンググループにおいて、検討を深め、本年 5月をめどに取りまとめを行う予定であ
る。）

○ なお、ここで示す内容は、新たな方策として考えられる事柄を網羅的、かつ、より良

い方策として示したものであり、子供たちの豊かな教育環境の実現に向けては、地域の

実情に応じて、まずは、できることから始めていくことが重要である。

２.土曜日の教育活動の実施主体や特徴

（１）土曜日の教育活動の形態と実施主体

○ 土曜日の教育活動については、その実施主体は扱う内容等により、以下のような幾つ

かの形態に整理できる。

・児童生徒の代休日を設けずに土曜日を活用して教育課程内の学校教育活動を行う「土曜

授業」

・学校が主体となって、希望者を対象として学習等の機会の提供を行うなど、教育課程外

の学校教育を行う「土曜の課外授業」
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・教育委員会など学校以外の者が主体となって、希望者に対して学習等の機会を行う「土

曜学習」

○ このうち、「学校支援地域本部」や「放課後子供教室」などが主体となって、土曜日

の教育活動を行う場合は、「土曜学習」に該当し、原則として市区町村教育委員会等（高

等学校や特別支援学校の場合には都道府県等）の責任の下、学校や地域、企業等との連

携により行われるものとなる。

○ また、「土曜授業」や「土曜の課外授業」は、学校が主体となって行う形態であるが、

「学校支援地域本部」や「放課後子供教室」などが協力し、学校の教職員が行う教育活

動に地域や企業等の外部の人材が連携して実施する場合も考えられる。

○ なお、こうした実施形態も含め、各自治体等においてどのように土曜日の教育活動を

進めていくかについては、これまでの学校や地域での土曜日における教育活動の実施状

況やニーズを踏まえつつ、都道府県や市町村の教育委員会等において、十分な検討を行

うことが必要である。

○ 本ワーキング・グループでは、土曜日の豊かな教育環境の実現に向けて、主として、

教育委員会など学校以外の者が主体となって、希望者に対して学習等の機会を行う「土

曜学習」を中心に、今後の新たな方策の在り方について提案するものである。

（２）土曜日の教育活動の推進に係る関係者の理解の促進

○ 土曜日の教育活動の実施に当たっては、行政だけでなく、学校や保護者、地域の関係

者との間で、その教育的価値について互いに理解し合うことが大切である。

○ そのため、教育委員会、学校、保護者、地域の教育・福祉等の関係者、企業、NPO
等が、その地域におけるこれからの教育についての思いを共有し、その実現のための取

組の一つとして、土曜日の教育活動の在り方等について話し合うことが重要である。

○ また、各学校区における土曜日の教育活動の実施方針等について、例えば、学校支援

地域本部や学校運営協議会等の関係者が集う場を活用しつつ、校長等と連携・協力して

検討を進めていくことも考えられる。

○ さらに、具体の教育活動の実施に当たっては、子供たちの教育環境を整えていくた

め、学校区などを範囲に活動するコーディネーターが、校長や教職員等と相談しなが

ら、学校の教育課程との関連などの要望と地域や企業側のプログラム内容等を組み合わ

せ、十分な調整を図りながら行っていくことも重要である。

（３）土曜日ならではの特徴や教育効果

○ 土曜日には、平日には参加が難しい現役の社会人も含め、保護者、地域や企業の多様

な人材が参画することが可能であり、実社会の経験を踏まえたプログラムが可能となる

重要な日といえる。
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○ また、学習集団としても、学校の学級単位等だけでなく、異学年や異学校種も含めた

多様な集団を形成することが可能であり、学習等のプログラムの内容等に応じた効果的

な工夫がなされることが期待される。

○ 実施場所についても、学校施設だけでなく、地域の公民館、図書館、博物館、体育館

等の社会教育施設や、児童館、企業が有する施設など多様な場所を活用することにより、

子供たちの学校での学びが深まり、豊かな体験につなげることが重要である。

○ なお、土曜学習においては、子供だけではなく、保護者や地域住民とともに学べる機

会とすることも可能であり、子供たちの学びや育ちに関する保護者や地域住民の理解が

促進され、学校・家庭・地域の連携・協働により、社会総掛かりで子供を育む体制づく

りが推進されることが期待される。そのため、国や都道府県、市町村が土曜学習の意義

や取組内容を啓発するフォーラムなどを行っていくことが重要である。

３．土曜日の豊かな教育環境の実現に向けた具体的方策

（１）多様な主体が土曜日の教育活動に参画する仕組みづくり

①地域人材の参画促進

○ 身近な地域には、地域の歴史や文化・産業等に詳しい人材や、スポーツ指導者、

在外経験者、農業や林業、漁業に関わる人材、個人事業主を始め、多様な職業経験

を有する人材、子育て経験者、PTA 経験者など、豊かな社会経験や指導力を持つ
多くの人材がいる。

○ 土曜日の教育活動の推進に当たっては、こうした多様な地域人材が、自らの経験

や知識を生かし、土曜日の教育活動に参画できるような仕組みを構築する必要があ

り、例えば「学校支援地域本部」や「放課後子供教室」などの仕組みの活用も効果

的である。

○ また、これまで社会教育・生涯学習分野で養成されてきた「生涯学習講座」等の修

了生や、日頃から地域で多様な活動を実施している自治会、婦人会、社会教育団体や

青少年団体、子育て支援等の団体や商店会、まちづくり関係団体等の多様な地域組織

と連携することも効果的である。

②保護者の参画促進

○ 土曜日は、日頃仕事等で忙しい保護者にとっても、休日である方が多く、平日に比

べて参加しやすい日であるといえるが、教育活動に参加したくても参加の仕方がわか

らない、といった保護者も多い。

○ 特に、働く保護者は、現役の社会人でもあり、多くの保護者が参画することにより、

それぞれの職務経験に基づく多様な知識・経験を子供たちの教育に生かすことが可能

であり、企業等との連携だけでなく、保護者が参画しやすい仕組みの構築や PTA、
おやじの会等の仕組みを生かすことも重要な視点である。
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○ また、土曜日をきっかけとして、これまで学校や地域の行事に参加できていない保

護者や父親の参画を促すことにより、家族だけでなく、他の保護者や子供たちとの関

わりを通じて、子育てを振り返り、学びにつながるなど、家庭教育の支援にも役立つ

可能性がある。

○ 社会総掛かりで教育に取り組む体制づくりを進めるためには、子供に関わる大人を

どう育てるかが重要であり、こうした保護者の土曜日の教育活動への参画がきっかけ

となり、自らの子供の教育だけでなく、地域の子供を育てるという意識が高まり、子

供が卒業した後も、地域の子供の教育に関わる人材が育っていくことが期待される。

③企業・団体等の連携・協力の促進

ⅰ）学校のニーズと企業等の取組のマッチング

○ 土曜日の教育活動の実施に当たっては、学校における学習が実社会にどのようにつな

がっているかを学べるよう、また、学校における教育をより効果的なものとするため、

保護者や地域人材の個人の参画だけでなく、企業や団体の協力を得ることも効果的であ

る。

○ 近年、企業等においては、業務として学校における出前授業等を実施し、経済団体等

が企業のプログラムのポータルサイトを作成するなど、教育支援のプログラムを実施し

てきている。

○ しかしながら、個々の学校からの要請に応じた実施にとどまるなど、一部の学校や地

域に限られており、広く全ての子供たちが土曜日ならではの生きた学習プログラムに参

加することができるよう、学校の要望と企業等のプログラムや人材をマッチングできる

仕組みが必要である。

○ そのための方策として、土曜日の教育活動の実施方針を企画・立案する委員会組織等

への、経済団体や企業等の関係者の参画を促進したり、学校や企業・団体等のニーズを

把握し、調整を行うコーディネーターが配置されることが重要である。

○ また、例えば企業等との連携が進んでいる東京都においても、「外部団体がどのよう

な教育プログラムを持っているのか詳しい情報がわからない」「事前打合せの時間を確

保することが難しい」といった声が多く、学校側のニーズと企業側のプログラムの双方

の情報が共有できるような仕組みを国や都道府県等が構築していくことが必要である。

ⅱ）企業等の人材が教育活動に参画するための職場環境づくりや研修の必要性

○ 企業等の人材の参画に当たっては、経営者等の理解が重要であり、例えば、経済

同友会の「学校と経営者の交流活動推進委員会」の取組のように、経営者等の教育

活動への参画を促す仕組みも効果的である。

○ また、経営者だけでなく、多様な人材が教育活動に参画できるよう、ワーク・ラ
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イフ・バランスの推進や、企業内のボランティア登録制度の構築など、職場環境づ

くりを推進していくことが重要である。

○ なお、産業界の視点から考えると、個人のボランティアや CSR（社会貢献）とし
ての参画に加え、持続性の観点からも、業務の中やプロボノ（職業上持っている知

識・スキルや経験を 生かして社会貢献するボランティア活動）として教育活動に関

わる仕組みも必要である。

○ 企業等の人材の参画を促進するためには、例えば、企業内研修等において、学校

や地域における教育支援活動に関する情報提供をしたり、教育委員会等が行う研修

に企業等の人材が参画し、学校組織や教育活動の理解、子供たちとの接し方等につ

いて事前に学習できる体制を構築し、教育活動に関わっていくきっかけづくりを行

うことも重要である。

○

○ 特に、これまでの職業経験を生かして、退職後に子供たちの教育に関わりたいと

考えている人材が、速やかにその意欲や能力を発揮できるよう、在職中からの研修

等の機会の充実が期待される。

④NPO、民間教育事業者等の連携・協力の促進

ⅰ）特定非営利活動法人（NPO）等との連携の推進

○ NPO法人の認証数は、年々増加しており、過去 10年間で約 3倍となっており（平成 15
年度：16,160、平成 25 年度 47,973。内閣府調べ）、そのうち、子供の健全育成や社会教
育の推進、まちづくりの推進、保健・医療又は福祉の増進を図る活動を行う法人は、そ

れぞれ 2万法人を超えている。

○ NPO 法人は、行政と民間の両者の特徴を併せ持つところがあり、幅広い関係者や団
体等の人的なコーディネートや寄附金等の資金を集める仕組みやノウハウを有している

ことも多い。

○ しかしながら、現在の「放課後子供教室」においては、NPO 法人との連携は 1 ％に
とどまっており、多様な企業や団体等の協力を得て、土曜日の教育活動をより豊かなも

のとするためには、NPO 法人等との連携を積極的に進め、例えば、コーディネート機
能の一部を NPO法人等が担うことも期待される。

ⅱ）民間教育事業者との連携の推進

○ 民間教育事業者は、学習塾のほか、書道・そろばんなどのお稽古ごとや、スポーツ、

音楽、語学の教室など、公的部門だけでは対応が困難な幅広い教育分野において、重要

な役割を果たしており、その従事者はそれぞれの分野で高い専門性を有している場合も

多い。

○ こうした民間教育事業者のリソースを積極的に活用することは、子供たちの多様で豊

かな学びを促進するとともに、子供たちが「学ぶ楽しさ」に出会い、学習意欲の向上や
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学習習慣の形成の支援にも大きく寄与することが期待される。

○ 行政と民間教育事業者が連携するに当たっては、行政の公平性・中立性の担保の観点

から、公平・適切な手続き等を踏まえるとともに、必要に応じてその情報を公開するな

ど、保護者や住民からの信頼を損なわないよう留意することが重要である。

○ また、例えば大阪府大東市においては、公益社団法人全国学習塾協会との連携により、

協会の会員塾又は協会が認証する学習塾から講師が派遣される仕組みをつくっており、

許認可なく活動を行うことができる民間教育事業者が公の役割を果たす際の工夫を設け

ることも効果的である。

⑤大学等の連携・協力の促進

○ 大学等は、高度な教育研究拠点として、また地域活性化の中核的拠点としての多様な

教育・研究資源を有しており、例えば、先端分野で活躍する研究者やポストドクター等

の人材が、土曜授業における理数系の学習や外国語等の特定の専門性が必要な学習プロ

グラム等に参画することが期待される。

○ また、専修学校や高等専門学校等も、特定の専門性を有し、職業等に必要な能力の育

成を図る機関であり、その専門性や技術を生かした多様なプログラムの展開が期待でき

る。

○ なお、子供たちにとって、大学生・大学院生等は身近で接しやすいロールモデルとし

ての効果も期待されるとともに、とりわけ教育・福祉など子供に関わる分野を専攻する

学生やスポーツ・文化・芸術など特定の技能を有した学生等にとっては、その専門性を

生かしたり、学生自身の将来の仕事につながる学習や実習としても大きな役割を果たす

ことから、持続的に学生が土曜日等の教育活動に参画できる仕組みづくりを行っていく

ことが重要である。

（２）学校と地域・企業・大学等をつなぐコーディネート機能の充実

①コーディネーターに求められる役割・人材

○「学校支援地域本部」や「放課後子供教室」などの取組における「地域コーディネータ

ー」には、学校と地域をつなぐ人材が求められ、学校の組織や教育活動と地域の多様な

人材・団体に精通した、PTA 役員経験者や自治会関係者、教職員経験者等が担ってい
る例が多く見られ、効果的である。

○ 土曜日等の教育活動の推進に当たっては、学校と地域に加え、多様な企業や団体等の

協力が得られるよう、産業界に精通した企業の退職者組織、経済団体や商工会議所関係

者等がコーディネーターとして参画したり、NPO 法人がコーディネート機能の一部を
担うことも期待される。

○ また、学校と地域や企業等をつなぐ人材として、例えば、学校の窓口として地域連携

を担当する教員を、地域の窓口として地域コーディネーターを、企業の窓口として「企
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業コーディネーター」をそれぞれ配置し、互いに連携し合うことにより、学校の要望に

応じて、地域と企業の両面から多様な参画が得られるよう工夫することも考えられる。

○ なお、企業等の連携により教育活動を行う場合には、企業等のプログラムが学校の教

育活動のどこと関連するのか、その地域にあったものかなどを検討しながら調整を図っ

ていくことが、学校側にとっては教育効果を高めていく上で、企業側にとっては子供の

ニーズにあったものにしていく上で重要であり、今後のコーディネーターの役割の一つ

として期待される。

②コーディネーターの研修や行政の支援の重要性

○ 学校と地域をつなげるコーディネーターの養成は多くの自治体で行われているが、地

域だけでなく、民間企業や NPO 等のリソースの活用の仕方まで含めた育成がなされて
いる例は少ない。

○ 今後は、学校や地域の関係者だけでなく、企業や企業の退職者組織、経済団体、NPO、
大学等の関係者も含めた学び合いや好事例を通じた学習などを通じて、多様な主体をつ

なぐコーディネーターの育成や研修を行っていくことが必要である。

○ また、学校や地域、企業等の様々な組織のコーディネート機能を持つ人たちをつな

いでいくことも必要であり、広域的なネットワークにつなげる中間組織も必要である。

○ そのため、行政の役割として、社会教育主事やそれに準ずる者が中心となって、多

様な地域団体、企業の退職者組織、経済団体、NPO 等に対し、土曜日の教育活動へ
の協力の呼びかけや、多様な関係者が学び合う研修の機会を設けるなど、コーディネ

ーターの円滑な活動や能力向上に必要な支援策を講じることが求められる。

○ また、多様な主体が教育活動に参画していくに当たり、学校の教職員の負担感が増

大することなく、開かれた学校づくりが進むよう、教育委員会において、安全管理体

制や運営体制を検討するとともに、教育現場における教職員とコーディネーター等と

の連携の円滑化のため、社会教育部局と学校教育部局の連携、教育委員会と首長部局

の連携など、行政内の関係者の連携を図ってくことも重要である。

（３）「土曜日ならでは」の多様なプログラムづくり

①体系的・継続的なプログラムの基本的な考え方

○ 土曜日は学校での授業だけでなく、地域や企業の協力を得て、実社会での経験を踏ま

えた「土曜日ならでは」の生きた学習等のプログラムが行われることが期待される。

○ 「土曜日ならでは」のプログラムの検討に当たっては、大人からの視点だけでなく、

子供たちを主体者として捉えていく視点が重要であり、土曜日の教育活動は、子供たち

自身の意欲や参画を重視し、自ら積極的に「やりたい」と感じる多様性に富んだものと

していくことが重要である。

○
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○ 特に、土曜学習ならではの良さを生かし、例えば、失敗を恐れずに挑戦したり、子供

同士で学び合い、子供自身で学習を振り返り、自己評価をする姿勢を重視していくこと

なども重要である。

○ これらを踏まえ、学校での学習が実社会とどうつながっているかを体験的に学ぶこと

ができるよう、例えば、総合的な学習の時間で学んだことを継続して、深める機会とし

たり、在外経験者や外国人の協力を得て、英語だけでなく国際理解につながるプログラ

ムとするなど、学校の教育課程と連動した体系的なプログラムを、コーディネーターが

中心となって、教職員と地域や企業等の人材が連携して構築していくことが重要である。

○ また、学びを深めていくためには、その場限りのイベントにとどまることなく、子供

たちが継続的に学べるよう、例えば、年間を通じたテーマ設定を行うなど、一定の期間

を通じて計画的に学習を進めることが重要である。

○ さらに、オリンピックやパラリンピックなど国際的、全国的な行事から地域の行事な

ども含め、その時期に合った話題性や時事、社会環境等も考慮し、子供たちの興味関心

を引き出す内容を取り上げるなど、柔軟な工夫がなされることが期待される。

○ 具体的なプログラムの計画、展開、評価等を行うに当たっては、学校や地域における

子供たちの特性や問題などを踏まえ、より効果的なものになるように関係機関で十分協

議するとともに、取組によって子供や学校、地域等がどう変わったのかなど、効果を把

握できるデータを蓄積していくことも重要である。

②実社会につながるプログラムの在り方

○ 教育の一つの目的を子供の自立と捉えると、実社会で役立つ経験をたくさんすること

が重要であり、地域や社会の中で生きた経験をすることが子供たちの豊かな育ちにつな

がる。

○ 特に、地域等においては、多様な体験プログラムが提供されているが、与えられたプ

ログラムを子供がこなすという受動的なものではなく、子供たちの主体性を引き出し、

社会で力を試すような経験や地域課題に大人と協働して取り組む経験をたくさんできる

プログラムであることが重要である。

○ 例えば、プログラムを子供自らが企画し、運営等を担う経験をするなど、子供が持っ

ている力を発揮する機会を創造することにより、主体性や企画力、創造性等が培われ、

「自ら考え、判断し、表現する力」といった、いわゆる「生きる力」が育まれる機会と

なることが期待される。

○ また、小学校・中学校段階から、地域や企業等で活躍する社会人に出会うことにより、

将来の目標を持って学ぶきっかけとなるよう、多くのロールモデルに触れる機会をつく

ることが重要であり、様々な分野の本物に出会う機会を通じて、本物のすばらしさや仕

事の喜びや厳しさなどが感得されることも期待される。

③企業のリソースを生かしたプログラムの在り方
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○ 企業等においては、学校内や教職員だけでは教えることが難しい、実社会の知識・経

験に裏付けられたプログラム、教育課程の単元のねらいと合致したプログラムの提供が

期待される。

○ また、ボランティアや CSR としてのプログラムだけでなく、業務にもプラスになる
プログラムであることが、企業にとっても、子供たちの本気を引き出す上でも重要であ

る。

○ 例えば、パナソニックでは、企業の特性を生かし、環境教育、キャリア教育、理科教

育のプログラムを開発しており、日本経済団体連合会や経済同友会の出張授業では、働

くことの意義、学ぶことの大切さ、これからの社会で求められる力、社会の仕組み、国

際理解・グローバル化などのテーマを中心に実施するなど、それぞれの企業リソースを

生かしたプログラムが展開されている。

○ さらに、出前授業だけでなく、企業が開発した教材を学校やコーディネーター研修等

に提供することや、企業財団等によるフォーラム、○○全国大賞といった表彰の実施な

ども効果的であり、子供たちの教育活動への多様な参画が考えられる。

④学習意欲・習慣の形成につながるプログラム

○ 土曜日の教育活動の推進に当たっては、子供たちが「学ぶ楽しさ」に出会い、学習意

欲の向上や学習習慣の形成が図られるようなプログラムが展開されることが重要であ

る。

○ その一つの方策として、小学校入学段階から、新たな集団生活に順応し、豊かな学習

・学校生活を送ることができるよう、就学前の子供を対象として、小学校等を活用して、

平仮名の読み書きや読み聞かせ、集団遊びなどのプログラムを、例えば親子参加のもと

で実施していくことも考えられる。

○ 特に、就学前の段階から、学校等で行う教育活動に親子で参加する経験をすることは、

他の保護者や子供たちとの触れあいを通して、保護者同士も学び合いが生まれ、親とし

ても、地域の大人として育っていくことや学校への理解にもつながり、家庭教育支援の

観点からも重要である。

○ また、学校での学習の理解が必ずしも十分でない子供たちを対象として、例えば、振

り返り学習プログラムを実施し、わかる楽しさを感じたり、学習が進んでいる子供たち

を対象として、発展的な学習を実施し、創造性や企画力を養うといった、補充的・発展

的学習の充実を図ることも考えられる。

⑤「地域ならでは」のプログラムの充実と“全国どこでも学べる”体制づくり

○ 都市部と地方部では課題やニーズ、地域資源も多様であり、全国一律でなく、各地域

が「地域ならでは」の特性を生かし、自律的に教育活動を進めることが重要である。
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○ 地域の「どのような子供たちを育てたいのか」という目標を踏まえ、「ふるさと教育」

などの地域の特性を生かしたプログラムや、「学力向上」などを目的としたプログラム、

特定のテーマに限定しない多様なプログラムを実施するなど、地域の実情に応じたプロ

グラムを展開することが重要である。

○ ただし、地域間格差によって子供たちの学習機会の格差が生じないよう、ICT の積極
的な活用等により、「届けるプログラム」の充実を図るなど、全国どこでも学ぶことの

できるコンテンツと支援体制の充実などが求められる。

４．今後の土曜日の教育活動の持続可能な体制づくりに当たって

○ 今後の土曜日の教育活動の推進に当たっては、全ての子供たちの土曜日の教育環境が

豊かで有意義なものとなるよう、全国各地で、土曜日ならではの生きた学習プログラム

が実践されていくことが重要である。

○ また、様々な企業が実施する効果的なプログラムの事例や、地域ならではのプログラ

ムの事例、コーディネートの手法などの先進事例について、全国の多様な関係者が共有

することにより、工夫・改善が図られていくことが重要である。

○ そのため、国が、全国のコーディネーターや、教育委員会、学校、企業、NPO、社会
教育団体や青少年団体等の多様な関係者に働きかけ、効果的な事例や課題等を学び合う

研修やフォーラム等の機会、全国の関係者のネットワーク組織を設けていくことも重要

である。

○ また、子供たちの土曜日の教育環境が誠に豊かなものとなるためには、これらの取組

が継続的に実施されるための、持続可能な仕組みづくりが必要であり、国や都道府県、

市町村が必要な支援策を講じるとともに、行政だけでなく、例えば寄附や基金など、活

動資金が多様な主体から継続的に、子供たちの教育活動のために集まるような仕組みを

構築していくことも考えられる。

○ あわせて、例えば、官民連携による普及啓発やポータルサイト等による全国の好事例

の蓄積・発信、表彰制度の構築等を通じて、学校、家庭、地域、企業、NPO、民間教育
事業者、社会教育団体や青少年団体などの多様な主体の連携・協働を一層促進し、人的

資源やプログラムなどのコンテンツを充実していくことが必要である。

○ また、土曜日の教育活動の充実のためには、行政内部における首長部局と教育委員会

が一層の連携を図り、効率的・効果的な総合的な支援策を講じていくことが必要である。

○ こうして、多様な大人が子供の教育活動へ参画することを通じて、大人も学び会う環

境が育まれ、社会総掛かりでの豊かな教育環境の実現が図られることが期待される。

○ なお、本ワーキンググループとしては、土曜日の教育活動の在り方について取りま

とめたものであるが、取組の充実や学校・家庭・地域の連携・協働体制の構築が図られ

る中で、平日の放課後の教育活動や、将来的には、学校教育の在り方にも生かされてい

くことが期待される。


